
 

 

第１節 独立行政法人評価制度等の概要 

１ 独立行政法人評価制度の概要 

(１) 業務実績評価 

ア 意義 

独立行政法人制度においては、主務大臣の指示する中期目標の下で法人の運営における自

主性・自律性を発揮させる一方、その業務の実績について事後的に評価を行うこととされている。

評価の結果は、法人の業務運営の改善のみならず、役職員の人事、処遇等にも反映させることと

しており、これらの仕組みを通じ、業務運営の効率化と国民に対して提供するサービスの向上等、

国民の求める成果の実現を図ることが求められている。 

このように、事後評価が独立行政法人制度の不可欠な要素となっていることから、独立行政法

人の業務の実績の評価は、中立・公正な立場から客観的に実施されることが重要である。このため、

各府省に第三者評価機関である府省評価委員会を設置して評価を行うとともに、さらに総務省に

全政府レベルの第三者評価機関である政策評価・独立行政法人評価委員会を設置し、独立行政

法人の評価の客観的かつ厳正な実施を確保する仕組みとされている（府省評価委員会の詳細に

ついては、資料 22「府省独立行政法人評価委員会 委員会名簿（平成 23 年４月１日現在）」を参

照）。 

 

イ 府省評価委員会及び政策評価・独立行政法人評価委員会の役割 

独立行政法人の各事業年度における業務実績の評価に当たっては、ⅰ）府省評価委員会は、

「当該事業年度における中期計画の実施状況の調査をし、及び分析をし、並びにこれらの調査及

び分析の結果を考慮して当該事業年度における業務の実績の全体について総合的な評定」（通

則法第 32 条第２項）を行い、その評価結果を法人及び政策評価・独立行政法人評価委員会に通

知するとともに、必要に応じ、業務運営の改善等についての勧告をすることができる（同条第３項）、

ⅱ）政策評価・独立行政法人評価委員会は、府省評価委員会から通知された評価結果について

評価を行い、「必要があると認めるときは、当該評価委員会に対し、意見を述べることができる」（同

条第５項）こととされている（図表 42「業績評価及び見直しのスキーム」参照）。 

また、独立行政法人の中期目標期間における業務実績に関する評価に当たっても、府省評価

委員会及び政策評価・独立行政法人評価委員会が各事業年度における業務実績に関する評価

等と同様に評価等を行うこととされている（通則法第 34 条）。 

 

(２) 中期目標期間終了時の見直し等 

ア 意義 

独立行政法人については、各独立行政法人の中期目標期間の終了時において、主務大臣が

その組織及び業務の全般にわたる検討を行い、その結果に基づき、所要の措置を講ずることとさ

れており、このような定期的見直しは、独立行政法人制度の事後チェックシステムの中核をなすも

のである。 

また、この見直しの仕組みは、社会経済情勢等の変化に対応し、独立行政法人が担う必要性が

乏しくなった事務及び事業の廃止、民営化等を的確に行うとともに、時宜に応じた独立行政法人

の組織形態や業務の改善を行うこと等により、独立行政法人及びその制度の機動的・弾力的な運

営が確保されることを狙いとするものである。 

さらに、この見直しは、国民のニーズからかけ離れた独立行政法人の組織及び業務の存続や自
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己増殖を防ぎ、従来、特殊法人等について指摘されてきた、必要性の乏しい業務の拡張、存在意

義の低下した法人の存続等の問題点を克服するためにも欠くことのできないものである。 

 

イ 主務大臣、府省評価委員会及び政策評価・独立行政法人評価委員会の役割 

通則法においては、独立行政法人の中期目標期間の終了時の見直しについて、主務大臣、府

省評価委員会及び政策評価・独立行政法人評価委員会それぞれの所掌事務が、次のように定め

られている。  

（ⅰ） 主務大臣の検討  

独立行政法人の中期目標の期間の終了時において、「当該独立行政法人の業務を継続

させる必要性、組織の在り方その他その組織及び業務の全般にわたる検討を行い、その結

果に基づき、所要の措置を講ずる」（通則法第 35 条第１項）こととされている。 

（ⅱ） 府省評価委員会の評価  

主務大臣の検討に当たり、府省評価委員会の意見を聴くことが義務付けられている（同条

第２項）。  

（ⅲ） 政策評価・独立行政法人評価委員会の評価  

政策評価・独立行政法人評価委員会は、独立行政法人の中期目標の期間の終了時にお

いて、「当該独立行政法人の主要な事務及び事業の改廃に関し、主務大臣に勧告することが

できる」（同条第３項）こととされている。 

 

ウ 見直しの仕組み 

通則法第 35 条の定める中期目標期間の終了時の見直しに当たっては、平成 15 年８月１日に

閣議決定された「中期目標期間終了時における独立行政法人の組織・業務全般の見直しについ

て」に基づき、次の手順で行われることとされている（図表 42 及び資料 23「中期目標期間終了時

における独立行政法人の組織・業務全般の見直しについて（平成 15 年８月１日閣議決定）」参

照）。 

① 主務大臣は、基準第２（事務及び事業の改廃に係る具体的措置）及び基準第３（組織形態の

見直しに係る具体的措置）に掲げる具体的措置を盛り込んだ法人の組織・業務全般の見直し

についての当初案（以下「見直し当初案」という。）を作成し、その実現に向けて当該法人に係る

国の予算要求を行う。 

②  政策評価・独立行政法人評価委員会は、見直し内容が中期目標期間の開始年度に係る予

算に反映できるよう、早期に主要な事務及び事業の改廃に関して勧告の方向性等の指摘（以

下「勧告の方向性」という。）を行う。 

③  主務大臣は、予算編成過程において、政策評価・独立行政法人評価委員会による勧告の方

向性等の指摘が最大限活かされるように見直し内容を検討し、概算要求を行った見直し当初

案に対して所要の修正を加えた上、予算概算決定の時までに、見直し案を決定する。 

なお、当該見直し案の決定に際しては、行政改革推進本部の議を経ることとされていたが、

平成 21 年 12 月 25 日に閣議決定された「独立行政法人の抜本的な見直しについて」において、

当該議を経ることを要しないこととされている（資料 24「独立行政法人の抜本的な見直しについ

て（平成 21 年 12 月 25 日閣議決定）」参照）。 
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図表42. 業務実績評価及び見直しのスキーム  
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２ 評価委員会の構成 

(１) 府省評価委員会等の構成 

平成 23 年４月現在、府省評価委員会は独立行政法人を所管する 11 府省に設置されており、104

の独立行政法人と通則法が準用される日本私立学校振興・共済事業団（助成業務）を対象として、

通則法に基づく評価等の事務を行っている。府省評価委員会別の対象法人数は、最大が文部科学

省で23法人（他府省と共管の法人を含む。）、次に厚生労働省及び国土交通省が20 法人（他府省と

共管の法人を含む。）となっている。また、総合法律支援法（平成 16 年法律第 74 号）に基づく日本司

法支援センターの評価等のため、法務省に日本司法支援センター評価委員会が、国立大学法人法

（平成 15 年法律第 112 号）に基づく国立大学法人及び大学共同利用機関法人の評価等のため、文

部科学省に国立大学法人評価委員会が設置されている。 

これらの委員会の委員の構成等をみると、４人ないし 30 人の委員が任命されており、委員会によっ

ては、委員に加えて臨時委員や専門委員を任命している。さらに、法務省及び防衛省を除く府省評

価委員会等においては、当該委員会に、単独の法人又は業務の性格等の類似する複数の法人単

位に分科会や部会を設置し、機能的な評価を行っている（図表 43 及び資料 22「府省独立行政法人

評価委員会 委員会名簿（平成 23 年４月１日現在）」参照）。 

図表43. 府省評価委員会の構成 (平成 23 年４月現在)  

 

委員
臨時

委員

専門

委員 計 委員
臨時

委員

専門

委員 計
法人

数 名称

国立公文書館分科会 5 ‐ ‐ 5 1 国立公文書館

沖縄科学技術研究基盤整

備機構分科会
5 ‐ ‐ 5 1 沖縄科学技術研究基盤整備機構（文

部科学省と共管）

北方領土問題対策協会分

科会
5 ‐ ‐ 5 1 北方領土問題対策協会（農林水産省

と共管）

国民生活センター分科会 5 ‐ ‐ 5 1 国民生活センター

平和祈念事業特別基金分

科会
3 ‐ 4 7 1 平和祈念事業特別基金

情報通信・宇宙開発分科会 6 ‐ 17 23 2 情報通信研究機構（財務省と共管）、

宇宙航空研究開発機構（文部科学省

と共管）

郵便貯金・簡易生命保険管

理機構分科会
3 ‐ 7 10 1 郵便貯金・簡易生命保険管理機構

統計センター分科会 3 ‐ 9 12 1 統計センター

国際交流基金分科会 8 ‐ ‐ 8 1 国際交流基金

国際協力機構分科会 9 ‐ ‐ 9 1 国際協力機構

コンプライアンス部会 2 ‐ 2 4 2 国際交流基金・国際協力機構

農林漁業信用基金分科会 2 3 ‐ 5 1 農林漁業信用基金（主務省は農林水

産省及び財務省）

住宅金融支援機構分科会 2 3 ‐ 5 1 住宅金融支援機構（主務省は国土交

通省及び財務省）
造幣局分科会 2 5 ‐ 7 1 造幣局

国立印刷局分科会 2 5 ‐ 7 1 国立印刷局

日本万国博覧会記念機構
分科会

2 5 ‐ 7 1 日本万国博覧会記念機構

酒類総合研究所分科会 2 5 ‐ 7 1 酒類総合研究所

情報通信研究機構部会 2 1 ‐ 3 1 情報通信研究機構（総務省と共管）

中小企業基盤整備機構部
会

2 1 ‐ 3 1 中小企業基盤整備機構（経済産業省
と一部共管）

奄美群島振興開発基金部

会
2 1 ‐ 3 1 奄美群島振興開発基金（主務省は国

土交通省及び財務省）

農業・食品産業技術総合研

究機構部会
2 1 ‐ 3 1 農業・食品産業技術総合研究機構

（農林水産省と共管）

委員会
委員会に置かれる

分科会・部会

名称
委員数 対象

法人

数

名称
委員数 評価の対象となる独立行政法人等

4

総務省

独立行政法人
評価委員会

15 ‐ 37 52 5

内閣府

独立行政法人

評価委員会

14 ‐ ‐ 14

外務省
独立行政法人

評価委員会

13 ‐ 2

10財務省

独立行政法人

評価委員会

18 26 ‐ 44

15 2
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委員
臨時

委員

専門

委員 計 委員
臨時

委員

専門

委員 計
法人

数 名称

初等中等教育分科会 2 10 ‐ 12 2 国立特別支援教育総合研究所、教員

研修センター

高等教育分科会 4 22 ‐ 26 7 大学入試センター、大学評価・学位授

与機構、国立大学財務・経営セン

ター、沖縄科学技術研究基盤整備機
構（内閣府と共管）、日本学生支援機

構、国立高等専門学校機構、日本私

立学校振興・共済事業団（助成業務）

社会教育分科会 2 11 ‐ 13 2 国立女性教育会館、国立科学博物館

スポーツ・青少年分科会 3 10 ‐ 13 2 国立青少年教育振興機構、日本ス

ポーツ振興センター

科学技術・学術分科会 9 57 ‐ 66 9 物質・材料研究機構、放射線医学総
合研究所、理化学研究所、防災科学

技術研究所、宇宙航空研究開発機構

（総務省と共管）、日本学術振興会、

科学技術振興機構、海洋研究開発機
構、日本原子力研究開発機構（経済

産業省と共管）

文化分科会 4 12 ‐ 16 3 国立美術館、国立文化財機構、日本

芸術文化振興会
調査研究部会 6 4 ‐ 10 3 国立健康・栄養研究所、労働安全衛

生総合研究所、医薬基盤研究所

高度専門医療研究部会 5 4 - 9 6 国立がん研究センター、国立循環器

病研究センター、国立精神・神経医療
研究センター、国立国際医療研究セ

ンター、国立成育医療研究センター、

国立長寿医療研究センター

国立病院部会 4 3 ‐ 7 1 国立病院機構

労働部会 6 5 ‐ 11 5 勤労者退職金共済機構、高齢・障害

者雇用支援機構、労働政策研究・研

修機構、雇用・能力開発機構、労働
者健康福祉機構

医療・福祉部会 5 4 ‐ 9 3 福祉医療機構、国立重度知的障害者

総合施設のぞみの園、医薬品医療機

器総合機構

水資源部会 2 1 ‐ 3 1 水資源機構（国土交通省、農林水産
省、経済産業省と共管）

年金部会 4 3 ‐ 7 3 業者年金基金（農林水産省と共管）、

年金･健康保険福祉施設整理機構、

年金積立金管理運用
農業分科会 9 ‐ 15 24 7 農林水産消費安全技術センター、種

苗管理センター、家畜改良センター、

農畜産業振興機構、農業者年金基金

（厚生労働省と共管）、農林漁業信用
基金（主務省は農林水産省及び財務

省）、水資源機構（国土交通省、厚生

労働省、経済産業省と共管）

農業技術分科会 5 ‐ 9 14 5 農業・食品産業技術総合研究機構

（財務省と共管）、農業生物資源研究
所、農業環境技術研究所、国際農林

水産業研究センター、土木研究所（国

土交通省と共管）

林野分科会 5 ‐ 7 12 1 森林総合研究所

水産分科会 6 ‐ 5 11 3 水産大学校、水産総合研究セン

ター、北方領土問題対策協会（内閣
府と共管）

委員会
委員会に置かれる

分科会・部会

名称
委員数 対象

法人

数

名称
委員数 評価の対象となる独立行政法人等

22

文部科学省

独立行政法人

評価委員会

24 ‐ ‐ 24 25

厚生労働省

独立行政法人

評価委員会

30 ‐ ‐ 30

農林水産省

独立行政法人

評価委員会

26 ‐ 35 61 16
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（注）1 政策評価・独立行政法人評価委員会が作成した。 
    2 平成 23 年４月１日が委員の改選中であった府省については平成 23 年７月 1 日の状況を掲載している。 

  

委員
臨時

委員

専門

委員 計 委員
臨時

委員

専門

委員 計
法人

数 名称

経済産業研究所分科会 1 2 ‐ 3 1 経済産業研究所

工業所有権情報・研修館分

科会

1 3 ‐ 4 1 工業所有権情報・研修館

通商・貿易分科会 2 8 1 11 2 日本貿易保険、日本貿易振興機構

産業技術分科会 5 10 ‐ 15 3 産業技術総合研究所、新エネル

ギー・産業技術総合開発機構、日本

原子力研究開発機構（文部科学省と

共管）

技術基盤分科会 3 8 ‐ 11 2 製品評価技術基盤機構、原子力安全

基盤機構

資源分科会 2 7 ‐ 9 2 石油天然ガス・金属鉱物資源機構、

水資源機構（国土交通省、厚生労働

省、農林水産省と共管）

情報処理推進機構分科会 1 4 ‐ 5 1 情報処理推進機構

中小企業基盤整備機構分

科会

2 3 ‐ 5 1 中小企業基盤整備機構（財務省と共

管）

土木研究所分科会 4 6 ‐ 10 1 土木研究所（農林水産省と共管）

建築研究所分科会 3 4 ‐ 7 1 建築研究所

交通関係研究所分科会 3 5 ‐ 8 3 交通安全環境研究所、海上技術安全

研究所、電子航法研究所

港湾空港技術研究所分科

会

3 3 ‐ 6 1 港湾空港技術研究所

教育機関分科会 3 8 ‐ 11 3 航海訓練所、航空大学校、海技教育

機構

自動車検査分科会 3 3 ‐ 6 1 自動車検査

水資源機構分科会 2 4 ‐ 6 1 水資源機構（厚生労働省、農林水産

省、経済産業省と共管）

鉄道建設・運輸施設整備支

援機構分科会
5 2 ‐ 7 1 鉄道建設・運輸施設整備支援機構

国際観光振興機構分科会 2 3 ‐ 5 1 国際観光振興機構

自動車事故対策機構分科

会

3 4 ‐ 7 1 自動車事故対策機構

空港周辺整備機構分科会 2 4 ‐ 6 1 空港周辺整備機構

海上災害防止センター分科

会
3 4 ‐ 7 1 海上災害防止センター

都市再生機構分科会 3 5 ‐ 8 1 都市再生機構

奄美群島振興開発基金分

科会

1 3 ‐ 4 1 奄美群島振興開発基金（主務省は国

土交通省及び財務省）

日本高速道路保有・債務返

済機構分科会
4 4 ‐ 8 1 日本高速道路保有・債務返済機構

住宅金融支援機構分科会 3 5 ‐ 8 1 住宅金融支援機構（主務省は国土交

通省及び財務省）

国立環境研究所部会 4 6 ‐ 10 1 国立環境研究所

環境再生保全機構部会 5 3 ‐ 8 1 環境再生保全機構

防衛省独立行

政法人評価委

員会

5 ‐ ‐ 5 1 1 駐留軍等労働者労務管理機構

日本司法支援

センター評価委

員会

10 ‐ ‐ 10 1 1 日本司法支援センター

国立大学法人分科会 13 8 ‐ 21 86 国立大学法人

大学共同利用機関法人分

科会
6 ‐ 4 10 4 大学共同利用機関法人

13経済産業省

独立行政法人

評価委員会

21 ‐ ‐ 21

委員会
委員会に置かれる

分科会・部会

名称
委員数 対象

法人

数

名称
委員数 評価の対象となる独立行政法人等

2

国土交通省

独立行政法人

評価委員会

27 58 ‐ 85 20

環境省独立行

政法人評価委

員会

7 7 ‐ 14

国立大学法人

評価委員会

20 8 ‐ 28 90
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(２) 政策評価・独立行政法人評価委員会の構成 

政策評価・独立行政法人評価委員会には、政策評価分科会及び独立行政法人評価分科会が置

かれており、独立行政法人等（日本司法支援センター、日本私立学校振興・共済事業団（助成業務）、

国立大学法人及び大学共同利用機関法人を含む。）の評価に関する事項については、政策評価・

独立行政法人評価委員会及び独立行政法人評価分科会が担っている。政策評価・独立行政法人

評価委員会は、委員長及び６人の委員で構成されており、独立行政法人評価分科会は、委員長、委

員４人（うち分科会長１人）及び臨時委員 22 人で構成されている（平成 23 年４月１日現在）。 

独立行政法人評価分科会では、ワーキング・グループを設けて府省評価委員会等が行った業務

実績に係る評価結果の点検作業等や中期目標期間終了時の事務・事業の見直しに係る検討作業

を迅速、効率的かつ効果的に行っている。ワーキング・グループには、府省別の５つのワーキング・グ

ループ並びに国立大学法人及び大学共同利用機関法人について検討を行う「国立大学法人等評

価ワーキング・グループ」がある。 
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図表44. 政策評価・独立行政法人評価委員会名簿 

委員長 岡
お か

  素 之
も と ゆ き

 住友商事㈱代表取締役会長 

【政策評価分科会】 【独立行政法人評価分科会】 

分科会長 谷 藤
た に ふ じ

 悦 史
え つ し

 早稲田大学政治経済学術院教授 分科会長 阿曽
あ そ

沼
ぬま

 元博
も と ひ ろ

 
順天堂大学客員教授 
医療法人社団滉志会副理事長 

委 
 

員 

藤井
ふ じ い

 眞理子
ま り こ

 
東 京 大 学 先 端 科 学 技 術 研 究
センター教授 

委 
 

員 

田 渕
た ぶ ち

 雪 子
ゆ き こ

 ㈱三菱総合研究所主席研究員 

森 泉
もり いず み

 陽 子
よ う こ

 神奈川大学経済学部教授 山 本
や ま も と

  清
きよし

 
東京大学大学院教育学研究科
教授 

  森 泉
もり いず み

 陽 子
よ う こ

 神奈川大学経済学部教授 

臨

時

委

員 

青 山
あ お や ま

 彰
あ き

久
ひさ

 読売新聞東京本社編集委員 

臨

時

委

員 

縣
あがた

 公
こ う

一 郎
い ち ろ う

 早稲田大学政治経済学術院教授

牛 尾
う し お

 陽 子
よ う こ

 
財団法人東北活性化研究センター
アドバイザリーフェロー 浅 羽

あ さ ば

 隆 史
た か し

 白鴎大学法学部教授 

小 野
お の

 達 也
た つ や

 鳥取大学地域学部教授 荒
あ ら

張
は り

  健
けん

 公認会計士 

加 藤
か と う

 浩 徳
ひ ろ の り

 
東京大学大学院工学系研究科
准教授 石 田

い し だ

 晴 美
は る み

 文教大学情報学部准教授 

門 脇
か ど わ き

 英
ひ で

晴
は る

 ㈱日本総合研究所特別顧問 稲 継
い な つ ぐ

 裕 昭
ひ ろ あ き

 
早稲田大学大学院公共経営研
究科教授 

城 所
き ど こ ろ

 幸 弘
ゆ き ひ ろ

 政策研究大学院大学教授 梅 里
う め さ と

 良
よ し

正
ま さ

 日本大学医学部准教授 

小 峰
こ み ね

 隆 夫
た か お

 
法政大学大学院政策創造研究

科教授 岡 本
お か も と

 義
よ し

朗
あき

 
三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティン
グ㈱政策研究事業本部主席研究員

佐 藤
さ と う

 主 光
も と ひ ろ

 
一橋大学大学院経済学研究科
教授 梶 川

か じ か わ

  融
とおる

 
太陽ＡＳＧ有限責任監査法人総
括代表社員（ＣＥＯ） 

清 水
し み ず

 涼 子
り ょ う こ

 
公認会計士 
関西大学大学院会計研究科教授 川 合

か わ い

 眞
ま

紀
き

 
東京大学大学院新領域創成科学研究科教授
独立行政法人理化学研究所理事 

白石
し ら い し

 小百合
さ ゆ り

 横浜市立大学国際総合科学部教授 河 野
か わ の

 正 男
ま さ お

 横浜国立大学名誉教授 

高 橋
た か は し

 伸 子
の ぶ こ

 生活経済ジャーナリスト 河村
かわむら

 小百合
さ ゆ り

 
㈱ 日 本 総 合 研 究 所 調 査 部
主任研究員 

立 花
た ち ば な

  宏
ひろし

 
㈱情報通信総合研究所特別研
究員 木 村

き む ら

 琢
た く

麿
まろ

 
千葉大学大学院専門法務研究
科教授 

田 中
た な か

 常 雅
つ ね ま さ

 
東京商工会議所特別顧問 

東京商工会議所人口政策委員会共同委員長 柴
し ば

  忠 義
た だ よ し

 北里大学理事長・学長 

田 中
た な か

 弥 生
や よ い

 
独立行政法人大学評価・学位授
与機構准教授 鈴 木

す ず き

  豊
ゆたか

 
青山学院大学大学院教授 
会計プロフェッション研究科教授 

堤
つつみ

  盛 人
も り と

 
筑波大学大学院システム情報工
学研究科准教授 瀬 川

せ が わ

 浩 司
ひ ろ し

 
東 京 大 学 先 端 科 学 技 術 研 究
センター教授 

中 泉
なかいずみ

 拓 也
た く や

 関東学院大学経済学部准教授 園 田
そ の だ

 智
と も

昭
あき

 慶応義塾大学商学部教授 

前 多
ま え だ

 康 男
や す お

 慶応義塾大学経済学部教授 髙
た か

木
ぎ

 佳 子
よ し こ

 弁護士 

森 田
も り た

  朗
あきら

 
東京大学公共政策大学院・法学
政治学研究科教授 玉 井

た ま い

 克
か つ

哉
や

 
東 京 大 学 先 端 科 学 技 術 研 究
センター教授 

専門委員 大 竹
お お た け

 文
ふ み

雄
お

 大阪大学社会経済研究所教授 野口
の ぐ ち

 貴公美
き く み

 中央大学法学部教授 

 

宮 内
み や う ち

  忍
しのぶ

 公認会計士 

宮 本
み や も と

 幸
こ う

始
じ

 
日本ユーティリティサブウェイ㈱
代表取締役社長 

山 谷
や ま や

 清
き よ

志
し

 同志社大学政策学部教授 

〔平成 23 年４月１日現在〕
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